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                                   Abstract 

   The Conference of the Parties to the United Nations Framework Convention on Climate 

 Change (UNFCCC) at its 11th session and the Meeting of the Parties to the Kyoto Protocol at its 
first session (2005), at Montreal, signified a successful start into a new era of international cli-

mate policy. 

   Much literature has been published offering proposals on what should be done with a post 
-2012 regime. Most of them mention the importance of enhancing adaptation policy. Adaptation 

as a strategy to cope with impact of climate change is increasingly the focus of policy action at 

each level. Developing countries, including Small Islands Developing States, urge to amplify the 

adaptation policy in the UNFCCC framework. It has been indicated the needs for an international 
mechanism for assisting the Parties to adapt to climate change at local level suitable to their sus-

tainable development strategy. 

   This article summarizes concepts of adaptation and adaptive capacity in the Third 

Assessment Report of the Intergovernmental Panel on Climate Change, introduces treatments of 

adaptation in the UNFCCC and the Kyoto protocol, and shows proposals on adaptation policy 

options in the future regime. Finally it presents the points at issue on adaptation policy for dis-

cussing post-2012 framework.

1.は じめ に

気候変動対処のた めの国際枠組み は,2005年 末 にモ ン トリオール にて開催 された,気

候変動枠組条約(以 下,条 約)第11回 締約 国会議(COP11)及 び京都議 定書(以 下,議

定書)第1回 締約 国会合(COP/MOPI)を 経て,次 な る段階 を 目指す こと となった。

これまで,国 際社会 にお ける気候変動対策 は,緩 和(温 室効果ガスの排 出削減 と吸収
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源の増強)策 を中心に考えられてきたが,近 年,も う一つ の気候変動対策,す なわち,

温暖化 しつつある気候に対 して 自然 ・社会システムを調節 して対応する適応策の重要性

に対する認識が急速に高まりつつある。その理由の一つには,排 出削減努力を最大限行っ

ても,な ん らかの影響の発現は免れ得ず,特 にその影響は適応能力の小さい途上国で早

い時期に顕在化することが研究により示され,途 上国の適応能力を向上させるための取

り組みが緊急課題であることが多くの政策決定者に理解 されるようになってきたことが

挙げられる。 さらに,適 応策は,京 都議定書第1約束期間後の国際枠組み(以 下,将 来

枠組み)へ の途上国(と りわけ大規模排出国)の 参加 を求めるとい う政治的要因とも結

び付けられ,ま すますその重要性を高めてきている(松 本2005)。 京都議定書第1約 束

期間後,国 際社会がいかにして気候変動に立ち向か うか とい う問題 については,既 に多

くの研究成果が公表されている。それ らの うちの多 くが,将 来枠組みにおいて,適 応策

を拡充 してい くことが必要であることを指摘 しているものの,具 体的に適応策に関する

制度設計を提示 した研究は少なく,ま た,緩 和策に比べると,提 案されている政策オプ

ションも少ない。

本稿は,将 来枠組みにおける適応策を検討するにあたっての課題 を同定することを目

的 とする。まず,気 候変動に関する政府間パネル(IPCC)第3次 評価報告書における,

気候変動への適応,適 応能力の概念整理を示す。次に,気 候変動国際 レベルの適応策に

関する現行制度を概観 し,そ の問題点を明 らかにする。そ して,適 応策に関する将来枠

組み提案につき検討する。最後に,今 後の課題 について述べる。

2.気 候変動への適応,適 応能力の概念整理

適応 とは,IPCCに よれば,「既に発現 しているもしくは予期される気候及びその影響

に対 してとられる,生 態学的,社 会的,経 済的システムの調整」 と定義される(IPCC

2001)。 すなわち,生 物 ・個人 ・集団等が,そ の生物反応,行 動様式,制 度,設 備等を

変更することにより,気 候変化に起因する悪影響を軽減 した り,さ らには気候変化をう

まく利用 して好影響を増幅 させた りすることが適応である。適応には,気 候変化による

被害を直接的に軽減すべく施されるものと,将 来の適応能力を高めることで間接的に気

候変化被害の軽減に資するものの両方が含まれる。適応を実施する主体は,個 人の場合

もあれば国家や企業等の集団の場合もあるが,各 主体によりとられる適応策は他の主体

による適応策か ら独立 したものではない。

適応能力 とは,あ るシステムがその性質や行動様式を変化させることにより,気 候変

化や変動性に対 して よりうまく対処できるように調整 を行 う潜在能力である(IPCC

2001)。つ ま り,効 果的な適応 を計画 ・実施す る能力であり,気 候変化影響による有害

な結果の頻度 ・程度を軽減するべく,増 大するリスクやス トレスに対 して反応する能力

である。

適応能力は,経 済力,技 術,情 報 ・技能,イ ンフラ,制 度,衡 平性などの構成因子の

組み合わせにより得 られるものであるが,適 応が行われる状況や直面する災害の性質等

により,各 構成因子の相対的な重要性は異なる。また,各 構成因子は,そ れぞれが独立 ・

排他的なものではなく,相 互に密接な関係を持っている。国際的な枠組みの中で,特 に

温暖化に対 して脆弱な途上国への適応援助を行 うことを検討する場合には,懸 念される

気候変化 ・気候変動性による悪影響を軽減するための適応が効率的 ・効果的に実施でき
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るよ うに,適 応能力 を低 めてい る原因 を見定 め,そ れ を改善 ・補強す るた めの援助 を行

うこ とが重要 となる(高 橋 ・久保 田2005)。

3.適 応 関 連 制 度 の 現 状 と課 題

3.1気 候 変動枠組条約及 び京都議定書 における適応 関連規定

条約及 び議 定書 におい ては適応 に関す る規 定 も置かれてい る(表1参 照)。 その問題

点 として は,い か なる措置/行 動 をもって気候変動の影響への 「適応」 とす るかが曖昧

なまま,「 適応」 とい う語 が断片的に登場 している ことや(YAMIN and DEPLEDGE 2003),

適応 につ き,締 約 国が とるべ き措置の具体性 に欠 ける点や,ま た条約 も議定書 も,締 約

国 に対 し,気 候変動 による悪影響 に適応す るた め,と りうるあ らゆる措置 を とるとい う
一般的義務 を設定 してい ない こ と(VERHEYEN 2004)が 指摘 され てい る。

表1気 候変動枠組条約及び京都議定書における適応関連の規定

行為主体 内 容

全締約国 ・適応を容易にするための措置を含む,自 国/地 域の計画の作成 ・実施 ・

公表 ・定期的更新(4条1項(b))

・適応のた めの準備 についての協力(4条1項(e))

気 ・自国の政策措置における考慮(4条1項(f))

候 ・気候変動の悪影響または対策措置の実施による悪影響を受ける途上国へ

変 の資金供与,保 険,技 術移転等についての十分な考慮(4条8項)

動
・資金供与及び技術移転におけるLDCの 個別のニーズ及び特別な事情に

ついての十分な考慮(4条9項)

枠 附属書II国 ・資金供与:途 上国がインベン トリ及び国別報告書の提出(12条1項)並

組 びに条約4条1項 の約束を履行するための費用負担の支援を目的とした

新規かつ追加的な資金の供与(4条3項)
条

・気候変動の悪影響を特に受けやすい途上国の適応費用の支援(4条4項)

約
全締約国 ・適応を容易にするための措置(適 応技術及び国土に関する計画を改善す

るための方法等)を 含む,自 国/地 域の計画の作成 ・実施 ・公表 ・定期

的更新(10条(b))。

附属書I国 ・悪影響(気 候変動の悪影響,国 際貿易への影響,並 びに途上国への社会

京 上 ・環境上 ・経済上の影響)を 最小限にす るような方法で政策措置(議

都 定書2条)を 実施するよう努力(2条3項)

議 ・途上国に対する社会上 ・環境上 ・経済上の悪影響を最小限にするような

定 方法で,排 出削減約束を履行するよう努力(3条14項)

書 COP/MOP ・CDMの 認証事業活動か らの収益の一部が気候変動の悪影響 を特に受け

やすい途上国への適応費用の支援に用いられるよう確保(12条8項)

出 典:高 橋 ・久 保 田(2005)。

3.2国 際交渉 における適応 に関連する議論の進捗状況

国際交渉の場においても,適 応策よりも緩和策の方が優先されてきたが,こ こ数年,

適応策の重要性に対する認識が急速に高まってきた。その背景 としては,第1に,気 候
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変動の影響の発現が免れ得ず,そ れはとりわけ適応能力の小さい途上国で早い時期に顕

在化することが研究により示され,途 上国の適応能力を向上させるための取 り組みが緊

急課題であることが多くの政策決定者により理解 されるようになってきたこと,第2に,

将来枠組みにおいて途上国(と りわけ大規模排出途上国)の 参加 を求める観点か ら,先

進国が適応策の拡充の必要性を認識するようになったことが挙げ られる(高 橋 ・久保田

2005)。

国際交渉の分析か ら浮かび上がってきた課題は下記3点 にま とめられる。

(1)適 応策の策定に必要な情報交換 ・経験共有の促進

各国/地 域の実情にあった適応策を練るためには,信 頼性の高い影響評価及び脆弱性

評価が必要だが,途 上国には,そ れを実施するための知識 ・技能を有する人的資源が不

足 してお り,適 応技術を含む基礎情報の整備 ・集約 ・共有も遅れている。信頼性の高い

影響評価及び脆弱性評価を実現するための能力構築が重要であり,先 進国－途上国間の

技術移転 と途上国間の情報共有がさらに進められる必要がある。また,過 去の気候関連

災害に対する経験や,そ れを軽減するために取 られてきた地域固有の比較的安価な対策

が,将 来の気候変化による影響被害を軽減するためにも有用であり,主 として先進国に

おいて開発 ・実施される技術的対策 と適切に組み合わせて利用 していくことで,適 応を

効率的に実施 していくことが求められている。

このような観点か ら,各 国が影響 ・脆弱性 ・適応への理解を深め,評 価を改善 し,科

学的及び社会経済学的知見に基づいた適応活動に関する意思決定を可能にすることを目

指 して,科 学上 ・技術上の助言に関する補助機関(SBSTA)第22回 会合(2005年5月,

ボン)よ り,適 応5か 年作業計画の策定交渉が進められてきた。COP11(2005年11月-12

表2 SBSTA適 応5か 年作業計画の構造

テーマ サブテーマ

(

a
)

影
響
と
脆
弱
性

(i)影 響及び脆弱性評価のための方法論及びツールの開発 ・普及の促進

(ii)観 測データ,及 び現在/過 去の気候 とその影響に関する関連情報の収集,

管理,交 換,ア クセス,利 用の改善,並 びに,観 測の改善の促進

(iii)気 候 変動予測 に関す る情報及 びデ ータの開発,ア クセ ス,利 用 の促進

(iv)気 候変動,現 在及び将来の気候変化,極 端な気象現象の影響及びそれに対

する脆弱性,並 びに持続可能な開発への示唆についての理解の促進

(v)気 候変動の社会経済的側面に関す る情報の入手可能性の向上及び影響評価 ・

脆弱性評価への社会経済的情報の統合

(

b)

適
応
計
画
、

措
置
・

行
動

(i)適 応計画 ・措置 ・活動の評価及び改善,並 びに,持 続可能な開発への統合

に関する方法論及びツールの開発及び普及の促進

(ii)過 去/現 在の実践的な適応活動 ・措置に関す る情報の収集,分 析,普 及

(適応プロジェク ト,短 期及び長期の適応戦略,地 方及び土地固有の知識)

(iii)適 応 オプ シ ョンの研 究,並 び に,適 応 に関す る技術,ノ ウハ ウ,実 践 の開

発及 び普及 の促進

(iv)締 約 国,関 連機 関,企 業,市 民社会,政 策決 定者,そ の他 のステー クホル

ダー問のコ ミュニケーシ ョン及 び協力 の促進

(v)措 置,方 法論及 びツール の理解,開 発,普 及 の促進

出 典:久 保 田 ・高 橋 ・肱 岡(2006,印 刷 中)。
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月,モ ン トリオール)に おい て,同 作業計画 の骨格部分 が決議 され た(COP11決 定2)。

その概要 を表2に 示す。 同作業計画 によって,政 策決定者が適応策 を検討す るた めにい

かな る情報 を必要 としてい るか を把握す るこ とがで きる(久 保 田 ・高橋 ・肱岡2006)。

なお,COP12(2006年ll月,ナ イ ロビ)に おい て,同 作業計 画の前年2年 分の具体的な

作業 内容 について合意 し,「 影 響 ・脆弱性 ・適応 に関す るナイ ロビ作業計画」 と名 称が

変更 された。

(2)適 応策 のメイ ンス トリー ミング化

過去の気候 関連災害 に対す る経験や,そ れ を軽減す るた めに取 られて きた地域 固有の

比較的安価な対策が,将 来の気候変化 による影 響被害 を軽減す るた めにも有用で あ り,

主 として先進 国において開発 ・実施 され る技術的対策 と適切 に組み合わせて利用 してい

くこ とで,適 応 を効率的 に実施 してい くこ とが求 め られてい る。そ して,適 応策 は,た

とえそれが効率的 ・効果的な もので あった として も,貧 困削減,産 業発展 とい った既存

の上位 開発政策 との一貫性 を有 してい ない場合 には,適 切 に実施 され ない。適応策 を,

開発政策 と独立 した もの として別個行 うので はな く,開 発政策の 中に取 り組んで推 し進

めてい く,い わゆる適応策の メイ ンス トリー ミング化 の重要性が増 して きてい る。

このメイ ンス トリー ミングの鍵 とな る概念 として,多 くの研究 において 「持続可能な

発展 」 が挙 げ られ てい る。 「適 応策 と対応 措置 に 関す るブ エ ノスアイ レス作 業計画」

(COP10決 定1)で も主要項 目に盛 り込まれ ている し,ま た,多 くの文献 も この点を指

摘 してい る。た とえば,適 応策 を持続可能な発展イニ シアチブ に組み込むた めに既存の

ODAの 評価 の必要性 を指摘す るもの(KLEIN 2002),地 方 レベルでの適応プ ロジェク ト

実施 の際 に国際環境条約の相互連 関(イ ンター リンケー ジ)を 考慮す る必要性 を指摘す

るもの(ROJASBLANCO2004),貧 困削減 を気候 変動へ の脆 弱性低減 の一環 として位 置

づ ける もの(African Development Bank et al. 2003),リ ス ク管理アプ ロー チを世 界銀 行

の業 務 プ ロセ ス や,プ ロジ ェ ク ト ・サ イ クル に取 り込 む 必 要 性 を指 摘 した もの

(BURTON and van AALST, 2004)等 が挙 げ られ る。

(3)適 応関連資金 メカニズ ムの改善

COP1(1995年)に おいて,COP1決 定llが 採択 され た。 これは,適 応 策適 応の研究 を

始 め,研 究実施の大 まか なタイ ムテーブル を示すた めのもので あ り,具 体的 には,適 応

を,① ステー ジI:計 画,② ステー ジII:対 策措置,③ ステー ジIII:十 分 な適応 を促進

す る対策措置,の3つ のステ ージで行 うもの とし,地 球環境 ファシ リテ ィー(GEF)は

この指針 に従 って資金供 与を行 っている。 その後,COP7(2001年)に おい て,条 約下

に特別気候変動基金及び後発発展途上国基金が,議 定書下 に適応基金が新た に設置 され

た。

現行の適応 関連基金は,表2に 示す通 りで ある。適応基金の具体的 な運用の しくみ に

ついて は,議 定書発効後か ら交渉が開始 された ところで ある。資金 メカニズム の運用 に

関 して,途 上 国側か ら指摘 され る問題点 としては,① 特別気候変動基金及び最後発発展

途上国(LDC)基 金 について は,先 進国の 自主的拠 出金 に頼 る制度 となってお り,ま た

これが少ない こと,②GEFが 管理 してい る基金 について,と りわけ小規模島嶼 国に とっ

て はGEFに 要請 され る手続 が煩雑 で,実 際 に資金供 与 を受 けるまでに時 間がかか るこ

と等が挙 げ られ る(NURSE and MOORE 2006,久 保 田 ・高橋 ・肱 岡2006)。
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表3 適応関連基金

基金名
設立

根拠
受益主体 資金源

適応PJ

の段階

"地球環境の

便益"の扱い

主なCOP及 び

GEFガ イダンス

GEF信 託基金 条約 途上国 GEF ステー ジ

I

,II

・地球環境の便益

を達成するため

の増分費用

COPI決 定ll,CO

P7決 定5

GEF/C.23/Inf8

GEF適 応 に関

す る戦略的優

先分野(SPA)

条約 途上国 GEF ステージII ・地球環境の便益

を達成するため

の増分費用

COP7決 定6

GEF/C.23/Inf8

特別気候変動

基金

条約 途上国 先進国の

自主的拠

出金

ステージII ・適応措置にかか

る追加的費用 ・

スライディング

スケールの採用

COP7決 定5,COP

7決 定7,COP9決

定5,GEF/C.24/12,

GEF/C.25/4/Rev.1

後発発展途上

国基金

条約 後発発展

途上国

先進国の

自主的拠

出金

ステー ジ

I→ステー

ジII

・適応措置にかか

る追加的費用 ・

スライディング

スケールの採用

COP7決 定5,COP

7決 定7,COP7決

定27,COP7決 定2

8,COP7決 定29,

COP9決 定6,

適応基金 議定書 とりわけ

脆弱な発

展途上国

(適 格 性

クライテ

リアは交

渉中)

CDMの

収益の一

部,先 進

国の自主

的拠出金

等

（交渉中) (交渉中) COP7決 定5,COP

7決 定10,COP7決

定17,COP/MOP1

決 定28

出 典:Mace(2005)を も とに 筆 者 作 成 。

4.適 応策 に関す る将来枠組み提案

気候変動への適応は,各 国/地 域 レベルにおいて,影 響や,そ れぞれの実情に合わせ

て実施 されなければならず,国 際枠組みにおいて,そ れを可能にするようなシステムを

構築 してい く必要がある(久 保田2006)。

将来枠組み提案は既に数多 く提示 されているが,ほ とん どが緩和策に関するものであ

り,適 応策の扱いは,そ の拡充の必要性について言及される程度で,関 連する具体的な

施策オプションを盛 り込んだものは少ない。その数少ない例としては,① 条約の下での

防災基金の設立(気 候変動による影響への対応 と気象関連災害への国際救援活動の費用

をカバーする)(MULLER 2002),② 条約及び京都議定書下の適応関連基金(最 後発発展

途上国基金,特 別気候変動基金,適 応基金)を 基盤 として とりわけ脆弱な国(島嶼 国な

ど)の 適応を支援するもの(CAN 2003),③ 排 出量取引による収益により,適 応保険

を設置 し,適 応 と被害の補償への充当を提案す るもの(JAEGER 2003),④ 気候変動の

悪影響への責任に対 し,先 進国の汚染者負担原則に基づ く支出を求め,さ らに,官 民の

パー トナーシップにより保険制度の構築を提案するもの(OTT et al. 2004),⑤ 汚染者

負担原則に基づき世界における被害額に応 じて排出国か ら費用を徴収 し,各 国の被害額
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に応 じて資金を配分するもの(大 塚 2005),⑥ 気候変動の影響に対 して最も脆弱な国々
への資金供与(適 応能力を高める間に被支援国が低排出発展経路をた どるための政策措

置のための支援を含む)及 び適応技術の移転を確保することを内容 とする適応議定書を

策定するもの(TORVANGER et al. 2005),が 挙げられる。

5.今 後 の課題

将来枠組みにおける適応策については,ど うすれば各国/地 域がそれぞれの実情にあっ

た適応策を練ることができるような能力を得 られるよう国際枠組みの中で確保するか,

また,適 応策をいかに発展途上国の開発政策の中に取 り組んで推し進めていくか,と いっ

た様々な課題が存在 している。まずは,現 行制度の問題点を把握 し,そ れを改善する作

業が必要である。た とえば,条 約上の技術移転や能力構築 といった制度は,現 在の とこ

ろ,抑 制策を主眼 としたものであり,適 応策も視野に入れた場合,ど のような改革が必

要なのか(あ るいは必要でないのか)を 検討する必要がある(久 保 田 2006)。

関連研究者は,将 来枠組みにおける適応関連の追加的な施策 として,適 応のための何

らかの資金源が必要 となることを認識 し,主 たる関心を 「適応のための資金をいかにし

て確保 し,そ れをどのように配分するか」に向けていることがわかる。国際交渉過程を

見ても適応に関する議題では,適 応措置に対する資金供与への途上国の大きな期待 と,

先進国のさらなる負担へのおそれ とのギャップが とりわけ大きく,そ れが交渉を停滞さ

せる要因のひ とつになっていることに鑑みても,適 応に関する費用負担 とその配分のあ

り方を具体的に検討することが必要である。

さらに,適 応策は緩和策 とのバランスでも論議されなければな らない。上述の通 り,

緩和策を最大限行った としても,気 候変動の影響の発現は免れ得ない。発現する影響を

最小限にとどめるために,適 応策にどこまで頼るべきか,緩 和策 ・適応策のコス ト比較

排出国 と被害国の責任分担,ま た,緩 和策が地球規模で とらえられる対応であるのに対

し,適 応策が地方 レベル対応であることや,共 にインフラ整備に時間がかかること,ま

た,緩 和策 ・適応策共に持続可能な社会形成に強く関連することな どを勘案 し,国 際枠

組みの中に適応策を位置づける研究が必要 となる(久 保田 2006)。 また,今 後さらなる

研究が求め られ る分野 として,気 候変動への適応 の社会正義的側面が挙 げ られ る

(ADGERR et al. 2006)。

今後,具 体的な適応策に関する将来枠組み提案(と りわけ,資 金供与メカニズムに関

するもの)を 構築する作業を行 うが,① 汚染者負担原則以外の法原則(応 能負担原則,

衡平性等)を どのように位置づけるか,② 現状の資金供与メカニズム との整合性をどう

はかるか,あ るいは,汚 染者負担原則を基盤 とした資金供与メカニズムに統合するのか

(現行の議定書下の適応基金は適応に関す る具体的なプロジェク トに対する支援である

が,上 述の汚染者負担原則をべース とした枠組みは,資 金の拠出側も支援を受ける側も

国家を基盤 とすることになるが,ど のように調整をはかるか)等 の課題が存在 している。
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